
研究論文 

これからの電子図書館を考える-コンソーシアム形成の可能性を中心に- 

  

１．はじめに  

電子図書館への取り組みが世界中でスタートしてから 10 年余りが経過し、いわゆる“ブ

ーム”は過ぎたかのようにみえる。これは電子図書館に関する論文件数についても反映さ

れており、雑誌記事索引で論題名に「電子図書館」を含む論文を検索すると、1993 年以降

の 10 年間では、1998 年及び 1999 年の 73 件が最も多く、以後 2000 年が 51 件、2001 年 41

件、2002 年 36 件と、１年ごとにヒット件数が減少している。 

このことからも「電子図書館」の概念は一般的に定着していると考えられる。本研究で

は、電子図書館とは何かをもう１度見直し、大学図書館にとって今後どのような位置づけ

となるか、どのような可能性を持つのかについて、パブリック・サービス研究分科会参加

大学図書館へのアンケート調査及び各大学図書館のホームページ調査を通して考察する。 

 

２．電子図書館とは（定義） 

まず、我々が抱いている「電子図書館」像が曖昧であったため、文献を調査して電子図

書館の定義を確認した。 

『日本大百科全書』では、「電子化情報を対象とし、これまでの図書館機能に加えて、ネ

ットワーク社会に対応した機能をコンピュータやネットワーク上でいっそう発展させたシ

ステム。」と解説されている。さらに、『図書館情報学用語辞典』（第２版）では、「・・・

<1> 電子図書の提供サービスだけではない、<2> 全文データベースサービスだけではな

い、<3> 単なるネットワーク情報資源の蓄積ではない、などを必要条件としている。・・・」

と説明されている。 

このような定義を基に具体的に大学図書館が電子図書館の導入を考えるとき、どのよう

な情報を提供することが必要かということを、文献を読み考察した。 

  

３．グループとして考える電子図書館 

 電子図書館研究グループで文献を輪読する間に、「電子図書館的機能」として８つの機能

が以下の通り挙がった。 

 

１．電子ジャーナル、データベース、電子書籍の購入と提供 

２．紀要や学位論文、貴重資料等の電子化 

３．学習・研究に役立つリンク集の提供やコンテンツ作成 

４．Web 上での文献複写・現物貸借受付 

５．Web 上での新着図書案内 

６．E-mail や Web によるレファレンス 

７．学内外のコミュニティネットワークの運用 

８．利用者の情報リテラシー育成 

このうち、１の「電子ジャーナル、データベース、電子書籍の購入と提供」や、３の「学



習・研究に役立つリンク集の提供やコンテンツの作成」については、すでにグループメン

バーの図書館において実施されていることが判明した。その一方、利用者の要望は高くて

も諸事情により実現できていないものとして、４の「Web 上での文献複写・現物貸借受付」

がある。グループ内わずか５館の現状だが、実現されていない理由として、費用・システ

ム・仕事の流れ・人材不足といった要素が浮上した。 

更に、これら８つの機能をすでに実現させている大学図書館がどれくらいあるのかを調

べる必要があると考え、現状を把握することを目的として本分科会内でアンケート調査を

実施した。 

 このアンケート結果に基づき、私立大学図書館の電子図書館化の現状を把握し、先に挙

げた機能を満たす電子図書館的サービスを展開するためにはどうしたら良いのかを考究す

る。 

 

４．アンケート調査実施（現状把握） 

 アンケートは１２項目１３問で行った。回答は、はい・いいえ・その他からの選択式で

ある。さらに各調査項目にコメント記入欄を設け、はい・いいえだけでは把握できない現

状を記載する形式とした。調査対象である１７大学１９館中１８館が回答、回答率は 94.7%

であった。アンケート結果を要約したものが表１である。 

 
 
表１「電子図書館８つの機能 現状」 

0 5 10 15 20

Q1　電子ジャーナル（有料）を購入して
提供していますか。
Q2　紀要または学位論文を自館で電
子化して提供していますか。　
Q3　学内または館内の貴重資料等を
自館で電子化していますか。
Q4　電子書籍を購入して提供していま
すか。
Q5　データベース（有料）を購入して提
供していますか。
Q6　ホームページ上に、学習・研究に
役立つリンク集を提供していますか。
Q7　Web上から利用者が文献複写や
現物貸借を依頼できますか。
Q8　Web上で新着図書案内をやってい
ますか
Q9　E-MailまたはWeb上でレファレンス
の受付・回答を行なっていますか。
Q10　電子図書館用のコンテンツを製
作していますか。
Q11　学内・学外とのコミュニティネット
ワークを運用していますか。
Q12利用者の情報リテラシーの育成を
行なっていますか。
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５．アンケート結果から 

表１の集計結果の特徴として、ほとんどの大学で有料の電子ジャーナルやデータベース

を購入していることがわかる。しかし一方で、紀要や学位論文・貴重書を電子化している

大学が少なく、文献複写や現物貸借の申し込み受付、レファレンスの受付・回答など Web

上で利用者へのサービスを行なっている大学が少ないことも判然した。実現している機能

と実現していない機能が明確になった。 

 これらを分析した結果、これからの電子図書館の方向性が見えてきた。第一にオリジナ

リティ、第二にコンソーシアムである。 

まず、各大学図書館が電子図書館においてオリジナリティを発揮するためには、紀要や

学位論文、貴重書の電子化が必要だが、実現されていないのが現状である。その理由とし

て、自館の資料は自館のペースで電子化できるために他の業務より優先順位が低くなって

いることが挙げられる。さらに、費用がかかることや人員の不足がこれに拍車をかけてい

る。特に紀要の電子化については著作権処理や紀要発行部署との調整といった問題が実現

をはばむ要因であるといえる。  

 次に、電子図書館におけるコンソーシアムとして、電子ジャーナルやデータベースの共

同購入が考えられる。ほとんどの大学で有料の電子ジャーナルやデータベースを購入して

いるが、医学図書館系以外は各大学単独の購入である。我々はここに着目し、電子ジャー

ナル及びデータベースのコンソーシアムの可能性を検討した。 

 

６．ホームページ調査実施 

そこで、本分科会参加大学図書館のホームページから、どのような電子ジャーナルとデ

ータベースを購入しているかを調査、分析した。 

 ホームページ調査は、１５大学１９館中１７館を対象とし、有料の電子ジャーナルある

いはデータベースをピックアップした。 

 

表２「購入データベースランキング」 

順位 名 称 購入大学数 

１ 聞蔵 14 

２ 日経テレコン２１ 13 

３ First Search 11 

４ JDream 9 

５ ProQuest 8 

〃 ScienceDirect 8 

〃 大宅壮一文庫雑誌記事索引 8 

〃 ヨミダス文書館 8 



表２では、購入大学数の多い電子ジャーナル・データベースの上位８つを示した。聞蔵、

日経テレコン２１、First Search、JDream、ProQuest となじみのある名称が上位を占めて

いる。 

 

 表３「電子ジャーナル・データベース購入状況」 
 

 
 

表３は、調査した電子ジャーナル及びデータベース全１３１タイトルについて、それぞ

れ何校によって購入されているかをグラフにしたものである。購入大学が１～２校だけの

電子ジャーナルやデータベースが 66％を占めている。これに３～４校が購入しているもの

を加えると、全体の約８割のタイトルが、ごくわずかの大学だけでしか購入されていない

ことが判明した。 

 

７．ホームページ調査結果から 

 これらの結果を分析すると次のことが明らかになった。表２で上位を占めた聞蔵、日経

テレコン２１、First Search、JDream などは基本的な情報源あるいは二次資料なので、教

育用と分類できる。一方、表３で示された購入大学の少ない電子ジャーナルやデータベー

スは、専門分野に特化したものが多数を占めており、これらは研究用に位置付けられる。

研究用として提供すべき電子ジャーナルやデータベースが、必要とされる多くの大学でな

ぜ導入されないのだろうか。 

 

 
 

 

 



 表４「DB 契約状況の一例」 
 

DB 名 内  容 関連学部 導 入 大 学

数 

今後導入可能性の 

ある大学数 

※学部構成から推

測 

日経 
Needs-FinancialQuest 

企業財務の数値データベ

ース 
経済学部 ２ １０ 

Lexis.com 法律、ローレビュー、世

界の新聞 

法学部 ４ ９ 

サイエンス・ダイレクト  科学・技術・医学・社会

科学分野のジャーナル 

工学部 

医学部 

経済学部 

８ ９ 

PsycINFO 心理学関連領域の文献デ

ータベース 

心理学科 

社会学科 

医学部 

５ ８ 

 

表４は、購入大学が比較的少ないデータベースのうち、利用者のニーズがあり、一分野

に偏らないようにデータベースをピックアップし、契約状況について調査したものである。

例えば、『日経 Needs Financial Quest』は学部構成から推測するとさらに１０校が購入し

て良いデータベースと推測されるが、調査結果では２校しか導入されていない。 

購入を阻む原因は、やはり高額であることだと考えられる。解決策のひとつとして、一

大学での購入が難しいデータベースでもコンソーシアムを形成して契約することで購入価

格を低く抑え、タイトル数を増やすことができるのではないだろうか。 

日本医学図書館協会や薬学図書館協議会、国立大学図書館のコンソーシアムの事例をみ

てみると、冊子体の継続購読がコンソーシアム契約条件となってしまうことが多いという

デメリットがある反面、一大学で導入するよりもコンソーシアム購入価格で購入すること

により、価格面でかなりメリットがあるようだ。 

 

８．まとめ 

 以上、アンケート及びホームページ調査を通じて今後の電子図書館の方向性を探ってき

た。まとめとして３つのポイントを挙げる。 

 第一に、資料のデジタル化は、図書館が単に大学出版物や貴重書の保存機能を持つだけ

ではなく、それらの情報を発信する機能を持つことで図書館の役割が拡充・拡大すること

を意味する。 

 第二に、コンソーシアム形成によって研究用電子ジャーナルやデータベース購入が可能

になると、大学の学術情報基盤が整備され大学自体の付加価値が高まる。これは２１世紀

COE プログラムの採択にもつながる。私たちがこの研究を進めていく途中で、実際に「私

立大学図書館コンソーシアム」が発足した。各大学の事情によって契約するデータベース



への参加館数は異なっているが、利用者に無駄なく資料を提供するためにも予算や電子ジ

ャーナル・データベースに精通し、図書館としてコンソーシアム形成について取り組むこ

とが必要である。 

第三に、電子図書館的サービスの構築によって増加していく情報を的確に把握し、案内

するために、専門職としての図書館員のニーズは拡大する。そして利用者と情報を結ぶ「場」

にいるのも図書館員である。その場所をいかに提供するかを考察していくことに、図書館

員の専門性が必要と考える。 

阿久津直子（上智大学） 

飯田 容子（帝京大学） 

  市川 美香（昭和女子大学） 

  可部 明子（関東学院大学） 

平井久美子（東海大学） 
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